
 

 

 

一般会計等財務書類概要 



（単位：百万円） （単位：百万円）

◆貸借対照表 固定資産 固定負債 経常費用 ①市民一人当たりの資産・負債額

基準日時点において、市民サービスを提供 有形固定資産 地方債 業務費用

するために保有している資産と、その資産 事業用資産 長期未払金 人件費 貸借対照表の資産・負債額を住民基本

をどのような財源（負債・純資産）で賄っ インフラ資産 退職手当引当金 物件費等 台帳人口で除したものが、市民一人当

てきたかを表しており、負債は将来世代の 物品 損失補償等引当金 その他の業務費用 たり資産・負債額です。

負担を、純資産は現在までの世代の負担を 投資その他の資産 その他 移転費用 ・資産（負債）合計÷住民基本台帳人口

表しています。 投資及び出資金 流動負債 補助金等 ※人口 10,703人（平成29年3月末時点）

長期延滞債権 1年内償還予定地方債 社会保障給付

◆行政コスト計算書 長期貸付金 未払金 他会計への繰出金 ②有形固定資産減価償却率

一会計期間中の行政活動のうち、福祉やご 基金 賞与等引当金 その他 （資産老朽化比率）

み処理など資産形成に結びつかない行政サ 徴収不能引当金 預り金 経常収益 有形固定資産のうち、償却資産の取得

ービスに要した費用と、その行政サービス 流動資産 その他 使用料及び手数料 価額等に対する減価償却累計額の割合

の直接の対価として得られる使用料などの 現金預金 その他 を表し耐用年数に対して資産の取得か

収益を表しています。 未収金 固定資産等形成分 純経常行政コスト らどの程度経過しているか把握するこ

基金 余剰分（不足分） 臨時損失 とができます。

◆純資産変動計算書 徴収不能引当金 臨時利益 ・減価償却累計額÷取得価額合計

貸借対照表の純資産の部に計上されている 純行政コスト （有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）

各項目が、１年間でどのように変動したか

を表しています。 ③純資産比率

総資産のうち、正味の資産を表します。

◆資金収支計算書 比率が高いほど現世代の負担が高く、

一会計期間中の行政活動に伴う現金などの （単位：百万円） （単位：百万円） 低いほど将来世代の負担が高いことに

資金の流れを、業務活動、投資活動、財務 なります。

活動の３区分で表しています。 業務支出 ・純資産÷資産合計（負債合計＋純資産）

業務収入

臨時支出 前年度末純資産残高

臨時収入 純行政コスト（△）

一般会計 業務活動収支 財源

霊園特別会計 投資活動支出 税収等

用地取得特別会計 投資活動収入 国県等補助金

投資活動収支 本年度差額

国民健康保険特別会計 財務活動支出 固定資産等の変動（内部変動）

後期高齢者医療特別会計 財務活動収入 有形固定資産等の増加

土地造成事業特別会計 財務活動収支 有形固定資産等の減少

下水道事業特別会計 本年度資金収支額 貸付金・基金等の増加

介護サービス事業特別会計 前年度末資金残高 貸付金・基金等の減少

介護保険特別会計 本年度末資金残高 資産評価差額

水道事業会計 無償所管換等

病院事業会計 前年度末歳計外現金残高 その他

一部事務組合 本年度歳計外現金増減額 本年度純資産変動額

広域連合 本年度末歳計外現金残高

第三セクター 本年度末現金預金残高
※上記の金額は単位未満を四捨五入しているため、合計金額など一致しない場合があります。
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赤平市一般会計等財務書類（平成28年度）の概要

　資産：208万円　負債：120万円
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△ 12,458

純資産変動計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

資金収支計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

△ 221 - △ 221

（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

71 167 △ 95



 

 

 

一般会計等財務書類 



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第１号】

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 19,833 固定負債 11,814

有形固定資産 18,950 地方債 8,915
事業用資産 8,262 長期未払金 90

土地 2,486 退職手当引当金 2,733
立木竹 59 損失補償等引当金 31
建物 15,284 その他 45
建物減価償却累計額 △ 9,887 流動負債 980
工作物 6 1年内償還予定地方債 852
工作物減価償却累計額 0 未払金 28
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 74
航空機 0 預り金 22
航空機減価償却累計額 0 その他 4
その他 0 12,794
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 314 固定資産等形成分 21,967

インフラ資産 10,519 余剰分（不足分） △ 12,458
土地 123
建物 0
建物減価償却累計額 0
工作物 21,044
工作物減価償却累計額 △ 10,648
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 0

物品 860
物品減価償却累計額 △ 691

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0

投資その他の資産 883
投資及び出資金 60

有価証券 10
出資金 50
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 49
長期貸付金 20
基金 763

減債基金 0
その他 763

その他 0
徴収不能引当金 △ 9

流動資産 2,470 ※

現金預金 316
未収金 23
短期貸付金 0
基金 2,134

財政調整基金 2,134
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 △ 2 9,509

22,303 22,303

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第２号】

（単位：百万円）

経常費用 7,420
業務費用 3,437

人件費 1,095
職員給与費 919
賞与等引当金繰入額 74
退職手当引当金繰入額 -
その他 102

物件費等 2,166
物件費 1,289
維持補修費 101
減価償却費 774
その他 2

その他の業務費用 176
支払利息 107
徴収不能引当金繰入額 6
その他 63

移転費用 3,983
補助金等 1,810
社会保障給付 1,475
他会計への繰出金 689
その他 9

経常収益 605 ※

使用料及び手数料 437
その他 167

純経常行政コスト △ 6,815
臨時損失 280

災害復旧事業費 213
資産除売却損 67
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 20
資産売却益 10
その他 10

純行政コスト △ 7,075

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第３号】

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 9,438 21,800 △ 12,362

純行政コスト（△） △ 7,075 △ 7,075

財源 7,371 ※ 7,371 ※

税収等 5,675 5,675

国県等補助金 1,697 1,697

本年度差額 296 296

固定資産等の変動（内部変動） 170 △ 170

有形固定資産等の増加 783 △ 783

有形固定資産等の減少 △ 788 788

貸付金・基金等の増加 433 △ 433

貸付金・基金等の減少 △ 258 258

資産評価差額 △ 3 △ 3

無償所管換等 - -

その他 △ 221 - △ 221

本年度純資産変動額 71 ※ 167 △ 95

本年度末純資産残高 9,509 ※ 21,967 △ 12,458 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第４号】

（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 6,673 ※

業務費用支出 2,658 ※

人件費支出 1,093
物件費等支出 1,399
支払利息支出 107
その他の支出 60

移転費用支出 4,015
補助金等支出 1,842
社会保障給付支出 1,475
他会計への繰出支出 689
その他の支出 9

業務収入 7,536
税収等収入 5,673
国県等補助金収入 1,336
使用料及び手数料収入 437
その他の収入 90

臨時支出 270
災害復旧事業費支出 213
その他の支出 57

臨時収入 117
業務活動収支 710
【投資活動収支】

投資活動支出 1,395
公共施設等整備費支出 783
基金積立金支出 350
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 41
その他の支出 221

投資活動収入 516
国県等補助金収入 244
基金取崩収入 168
貸付金元金回収収入 35
資産売却収入 14
その他の収入 55

投資活動収支 △ 880 ※

【財務活動収支】
財務活動支出 857

地方債償還支出 853
その他の支出 4

財務活動収入 942
地方債発行収入 942
その他の収入 -

財務活動収支 86 ※

△ 84
370
286

前年度末歳計外現金残高 31
本年度歳計外現金増減額 △ 2
本年度末歳計外現金残高 30 ※

本年度末現金預金残高 316

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



 

 

 

全体財務書類 



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第１号】

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 35,369 固定負債 22,803 ※

有形固定資産 34,173 地方債等 17,301
事業用資産 13,549 長期未払金 90

土地 2,709 退職手当引当金 4,282
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 31
立木竹 59 その他 1,100
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 1,806
建物 22,238 1年内償還予定地方債等 1,555
建物減価償却累計額 △ 11,866 未払金 128
建物減損損失累計額 0 未払費用 0
工作物 195 前受金 0
工作物減価償却累計額 △ 100 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 86
船舶 0 預り金 33
船舶減価償却累計額 0 その他 4
船舶減損損失累計額 0 24,609
浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 37,728
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 22,475
航空機 0
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 314

インフラ資産 19,737
土地 143
土地減損損失累計額 0
建物 457
建物減価償却累計額 △ 277
建物減損損失累計額 0
工作物 37,121
工作物減価償却累計額 △ 17,710
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 3

物品 3,370
物品減価償却累計額 △ 2,483
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 1
ソフトウェア 0
その他 1

投資その他の資産 1,195
投資及び出資金 60

有価証券 10
出資金 50
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 96
長期貸付金 20
基金 813

減債基金 0
その他 813

その他 220
徴収不能引当金 △ 14

流動資産 4,493
現金預金 1,769
未収金 360
短期貸付金 0
基金 2,359

財政調整基金 2,359
減債基金 0

棚卸資産 9
その他 0
徴収不能引当金 △ 4

繰延資産 0 15,253

39,862 39,862

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第２号】

（単位：百万円）

経常費用 12,717
業務費用 6,591

人件費 2,469
職員給与費 2,085
賞与等引当金繰入額 86
退職手当引当金繰入額 3
その他 295

物件費等 3,694 ※

物件費 2,153
維持補修費 135
減価償却費 1,403
その他 2

その他の業務費用 428 ※

支払利息 267
徴収不能引当金繰入額 12
その他 150

移転費用 6,126
補助金等 4,629
社会保障給付 1,475
他会計への繰出金 0
その他 22

経常収益 2,866
使用料及び手数料 2,427
その他 439

純経常行政コスト △ 9,851
臨時損失 305

災害復旧事業費 213
資産除売却損 71
投資損失引当金繰入額 0
損失補償等引当金繰入額 0
その他 21

臨時利益 56
資産売却益 10
その他 46

純行政コスト △ 10,100

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第３号】

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 15,170 37,939 △ 22,769

純行政コスト（△） △ 10,100 △ 10,100

財源 10,319 10,319

税収等 7,501 7,501

国県等補助金 2,818 2,818

本年度差額 219 219

固定資産等の変動（内部変動） △ 207 ※ 207 ※

有形固定資産等の増加 1,085 △ 1,085

有形固定資産等の減少 △ 1,425 1,425

貸付金・基金等の増加 475 △ 475

貸付金・基金等の減少 △ 343 343

資産評価差額 △ 3 △ 3

無償所管換等 0 0

その他 △ 132 0 △ 132

本年度純資産変動額 83 ※ △ 211 ※ 294

本年度末純資産残高 15,253 37,728 △ 22,475

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第４号】

（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 11,328 ※

業務費用支出 5,171 ※

人件費支出 2,505
物件費等支出 2,288
支払利息支出 267
その他の支出 112

移転費用支出 6,157
補助金等支出 4,660
社会保障給付支出 1,475
他会計への繰出支出 0
その他の支出 22

業務収入 12,737
税収等収入 7,499
国県等補助金収入 2,438
使用料及び手数料収入 2,436
その他の収入 364

臨時支出 289 ※

災害復旧事業費支出 213
その他の支出 75

臨時収入 117
業務活動収支 1,237
【投資活動収支】

投資活動支出 1,485
公共施設等整備費支出 1,085
基金積立金支出 350
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 41
その他の支出 9

投資活動収入 620 ※

国県等補助金収入 263
基金取崩収入 252
貸付金元金回収収入 37
資産売却収入 14
その他の収入 55

投資活動収支 △ 865
【財務活動収支】

財務活動支出 1,552
地方債償還支出 1,548
その他の支出 4

財務活動収入 1,287
地方債発行収入 1,287
その他の収入 0

財務活動収支 △ 265
106 ※

1,634
1,740

前年度末歳計外現金残高 31
本年度歳計外現金増減額 △ 2
本年度末歳計外現金残高 30 ※

本年度末現金預金残高 1,769 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



 

 

 

連結財務書類 



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第１号】

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 35,786 ※ 固定負債 22,892 ※

有形固定資産 34,511 地方債等 17,390
事業用資産 13,883 長期未払金 90

土地 2,709 退職手当引当金 4,282
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 31
立木竹 59 その他 1,100
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 1,837
建物 22,652 1年内償還予定地方債等 1,565
建物減価償却累計額 △ 11,955 未払金 145
建物減損損失累計額 0 未払費用 2
工作物 206 前受金 0
工作物減価償却累計額 △ 102 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 86
船舶 0 預り金 34
船舶減価償却累計額 0 その他 5
船舶減損損失累計額 0 24,730 ※

浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 38,145
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 22,451
航空機 0 他団体出資等分 3
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 314

インフラ資産 19,737
土地 143
土地減損損失累計額 0
建物 457
建物減価償却累計額 △ 277
建物減損損失累計額 0
工作物 37,121
工作物減価償却累計額 △ 17,710
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 3

物品 3,381
物品減価償却累計額 △ 2,490
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 1
ソフトウェア 0
その他 1

投資その他の資産 1,274 ※

投資及び出資金 50
有価証券 10
出資金 40
その他 0

長期延滞債権 97
長期貸付金 20
基金 902

減債基金 0
その他 902

その他 220
徴収不能引当金 △ 14

流動資産 4,641
現金預金 1,897
未収金 368
短期貸付金 0
基金 2,360

財政調整基金 2,360
減債基金 0

棚卸資産 10
その他 10
徴収不能引当金 △ 4

繰延資産 0 15,697

40,427 40,427

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第２号】

（単位：百万円）

経常費用 15,224 ※

業務費用 6,810 ※

人件費 2,558 ※

職員給与費 2,173
賞与等引当金繰入額 86
退職手当引当金繰入額 3
その他 295

物件費等 3,776 ※

物件費 2,198
維持補修費 138
減価償却費 1,428
その他 13

その他の業務費用 476 ※

支払利息 267
徴収不能引当金繰入額 12
その他 198

移転費用 8,414
補助金等 6,854
社会保障給付 1,475
他会計への繰出金 0
その他 85

経常収益 2,960 ※

使用料及び手数料 2,427
その他 534

純経常行政コスト △ 12,264
臨時損失 305

災害復旧事業費 213
資産除売却損 71
損失補償等引当金繰入額 0
その他 21

臨時利益 56
資産売却益 10
その他 46

純行政コスト △ 12,513

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第３号】

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 15,684 38,442 △ 22,761 3

純行政コスト（△） △ 12,513 △ 12,513 0

財源 12,661 12,661 0

税収等 8,607 8,607 0

国県等補助金 4,054 4,054 0

本年度差額 148 148 0

固定資産等の変動（内部変動） △ 293 ※ 293 ※

有形固定資産等の増加 1,085 △ 1,085

有形固定資産等の減少 △ 1,449 1,449

貸付金・基金等の増加 475 △ 475

貸付金・基金等の減少 △ 405 405

資産評価差額 △ 3 △ 3

無償所管換等 0 0

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 0 0

その他 △ 132 0 △ 132

本年度純資産変動額 13 △ 297 ※ 310 ※ 0

本年度末純資産残高 15,697 38,145 △ 22,451 3

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

【様式第４号】

（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 13,811 ※

業務費用支出 5,366
人件費支出 2,593
物件費等支出 2,347
支払利息支出 267
その他の支出 159

移転費用支出 8,445 ※

補助金等支出 6,886
社会保障給付支出 1,475
他会計への繰出支出 0
その他の支出 85

業務収入 15,173
税収等収入 8,605
国県等補助金収入 3,674
使用料及び手数料収入 2,436
その他の収入 458

臨時支出 289 ※

災害復旧事業費支出 213
その他の支出 75

臨時収入 117
業務活動収支 1,190
【投資活動収支】

投資活動支出 1,525
公共施設等整備費支出 1,085
基金積立金支出 390
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 41
その他の支出 9

投資活動収入 752 ※

国県等補助金収入 263
基金取崩収入 374
貸付金元金回収収入 37
資産売却収入 14
その他の収入 65

投資活動収支 △ 773
【財務活動収支】

財務活動支出 1,562
地方債等償還支出 1,558
その他の支出 4

財務活動収入 1,287
地方債等発行収入 1,287
その他の収入 0

財務活動収支 △ 275
142

1,726
0

1,867 ※

前年度末歳計外現金残高 31
本年度歳計外現金増減額 △ 2
本年度末歳計外現金残高 30 ※

本年度末現金預金残高 1,897

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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